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主な災害調査 
 

 

 

 

１ 2009年(平成21年)に発生した竜巻による建築物の被害調査報告 

2009年(平成21年)には7月に岡山県美作市(藤田スケールF2)と群馬県館林市(F1又はF2)、10月に茨城県土

浦市(F1)で竜巻による建築物被害が相次いで発生した。竜巻の突風による代表的な被害状況を把握するため、

評価システム研究室では（独）建築研究所と合同で現地調査を実施した。木造建築物では屋根小屋組の著し

い損壊のほか、屋根瓦のずれ又は飛散が代表的な被害事例である。そして屋根各部のほか、シャッターや窓

サッシ等の大きな開口部の損壊、開口部や壁面等への飛散物による衝突痕も多く認められた。これらの調査

の詳細については、国総研ホームページ（http://www.nilim.go.jp/）に掲載している。 

 総合技術政策研究センター 評価システム研究室 主任研究官  喜々津 仁密 

 

２ 2009年7月21日の大雨により山口県防府市で発生した土砂災害 

2009年7月21日の大雨により山口県防府市では崩壊・土石流が多発し、死者14名に及ぶ甚大な被害が発生

した。国総研では、災害発生翌日から上空、地上からの災害状況の把握および復旧に向けた技術指導、2次

災害防止のための土石流検知センサーの設置に関する技術指導を行った。本災害は100km2の比較的狭い範囲

に崩壊・土石流が集中しており、特に花崗岩質岩石の地質の地域、木本が疎な地域において顕著に崩壊・土

石流が発生していることが確認された。山口県が今後の防災対策について取りまとめた「7月21日豪雨災害

を踏まえた今後の防災対策のあり方」の検討にあたって、国総研が技術的助言を行っている。 

 危機管理技術研究センター 砂防研究室 研究官 林 真一郎 

 

３ 2009年(平成21年)8月11日に駿河湾で発生した地震における道路橋の被災状況調査 

2009年(平成21年)8月11日5時7分頃、駿河湾を震源とするM6.5（最大震度6弱）の地震が発生した。顕著な

盛土崩壊のみられた静岡県の東名高速自動車道（菊川ＩＣ～吉田ＩＣ間）を中心に道路構造物等の被災状況

の調査を行った。牧ノ原ＰＡ付近では盛土区間で路肩を含む上り車線が延長約40ｍに渡り崩落するとともに

周辺の舗装に多数の縦ひびわれが確認された。一方、周辺の道路橋では軽微な伸縮装置の遊間異常と橋台取

付部の路面段差が確認されたのみで構造安全性に係わる顕著な異常はみられなかった。 

 道路研究部 道路構造物管理研究室長 玉越 隆史、研究官 北村 岳伸、部外研究員 藤田 知高 

 

４ Typhoon Morakotによる台湾の災害調査 

2009年8月に台湾を襲ったTyphoon Morakot（台風8号）は、台湾南部、東部を中心に3日間で3000mmという

歴史的な豪雨をもたらした。この豪雨のため、山間部での土砂災害などにより700名以上の犠牲者をだして

いる。特に高雄県小林村では、集落の背後にある斜面が大規模に崩壊し、さらに崩壊土砂が形成した天然ダ

ムの決壊に伴う洪水により、集落がほぼ全滅する被害を被った。総雨量が大きくなると、各箇所の土砂災害

規模が巨大化するとともに、各種災害が同時複合的に発生する危険性が高まることが示された。 

危機管理技術研究センター 土砂災害研究官 西 真佐人 
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１ 第10回日英道路ワークショップ（英国：2009年1月26日～27日） 

標記ワークショップは、英国交通省（DｆT）と国土交通省の間で締結した「道路科学技術に関する協定」

に基づき、国総研道路研究室と英国道路庁（HA）を事務局として1998年より毎年開催しているものである。

今回は、2009年1月ロンドンにおいて開催し、ITS、環境、業績評価及び道路の時間信頼性評価手法等を討議

テーマに設定し、両国の最新の取組について意見交換を行った。ワークショップ2日目の午後は、ロンドン

交通管理センターを見学し、世界最大規模の動的信号制御（SCOOT）による交通管理等ついて説明を受けた。 

 道路研究部 道路研究室 主任研究官 関谷 浩孝 

 

２ 第25回日米橋梁ワークショップ（日本：2009年10月19日～21日） 

本ワークショップは、天然資源の開発利用に関する日米会議（UJNR）の耐風・耐震構造専門部会の下に設

けられた作業部会G（交通システム）の活動として、日米交互開催で毎年行われている。今回は、つくばで

開催され、耐震性能の評価手法、耐震補強や急速施工などの施工技術、点検から更新まで合理的維持管理手

法などを中心に、論文発表（日本側16編、米国側13編）、討議及び意見交換等を行った。またワークショッ

プに併せて双方の政府関係機関による二国間会議を開催した。ここでは点検手法や健全性評価などの維持管

理手法や地震災害発生後の対応手法に関する意見交換を行い、継続的な情報交換を行うことを確認した。 

 道路研究部 道路構造物管理研究室長 玉越 隆史 

 

３ 土砂災害危機管理に関する日伊シンポジム(日本：2009年10月27日) 

   砂防研究室は、イタリア共和国国家研究評議会(CNR)と共同で2004年（平成16年）より「水文地質学的リス

クに関する文献、研究及び研修のための日伊共同研究所に関する取極め」、2008年（平成20年）より「土砂

災害ハザード評価と対策」に関するプロジェクトを進めてきた。特に「土砂災害ハザード評価と対策」は、

日伊科学技術協力協定に基づいて開催された第9回日伊科学技術協力合同委員会において、エグゼクティ

ブ・プロジェクトとして採択され、2009（平成21）年度に終了する予定である。そこで、2009年（平成21年）

10月27日に三田共用会議所で「土砂災害危機管理に関する日伊シンポジウム」を開催したところ、イタリア

共和国代表団6名と一般の方を含めて計57名の方が参加し、特に地震による土砂災害に対する危機管理(リス

ク・ガバナンス)について討論した。 

危機管理技術研究センター 砂防研究室 主任研究官 水野 秀明 

 

４ 第18回アジア地域国土整備関係研究所長等会議（日本：2009年11月10日～17日） 

   国土交通省国土技術政策総合研究所（以下、NILIMという。）とインドネシア国公共事業省道路・橋梁研究

所(Research and Development Center for Roads and Bridges, Research and Development Agency, Ministry 

of Public Works, Indonesia)（以下、RDCRBという。）とは、「第18回アジア地域国土整備関係研究所長等

会議」（テーマ：地域の実情や課題に応じた独創的な道路政策）において研究協力に関する覚書を締結した。 

   今後、RDCRBとNILIMは、本覚書の締結に基づき、当所とアジア地域との連携強化や国際的な人的ネットワ

ーク形成の観点から、共同で技術セミナーを開催するなど両研究所の継続的な研究情報の交換や研究者の交

流等を積極的に行い、アジア地域の成長を技術面からサポートしていく予定である。 

企画部 国際研究推進室 国際交流専門職 中山 喜志夫  
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